図書館図書費の現状と将来 by 広沢,絵里子
1図書館図書費の現状と将来
― 収書のありかたについて ―
広沢　絵里子＊
　
はじめに　― 収書委員会と図書館図書費
　本学総予算の約 1パーセントを占める図書館図書費。2006年度予算にお
いて、図書館図書費の総額は約 7億円であった1。この図書館図書費を必要
な領域（費目）に対していかに有効に配分するかという問題が、解決すべ
き喫緊の課題として浮上している。というのも、図書館図書費をめぐる環
境は近年厳しさを増しており、その配分の仕方を誤れば、教育現場におい
ても、また研究活動においても、影響は甚大だからである。
　「収書」とは、図書館が本を購入し所蔵することである。明治大学図書館
では収書委員会を設置し、この委員会での議論を通じて、図書館図書費を
本学の教育・研究のために適正かつ効果的に活用できるよう、図書館の収
書に関する政策を策定している。1993年 6月には、図書館の最高意思決定
機関である図書委員会において、「明治大学図書館の収書に関する基本方針」
（以下「基本方針」）という文書が承認されており、収書委員会の運営は、
原則として、そこで明文化されている「収書理念」「収書方針」「収書体制
― 収書に関する委員会 ―」にしたがって行われる2。
　「図書館は、本学の教育・研究目的にそい、かつ社会的要請にも十分応え
　＊ひろさわ・えりこ／図書館副館長、収書委員会委員長／商学部教授／ドイツ文学
　1 2006年度図書館図書費の総計は、696,800,000円。この中には、政策経費および寄付金等
が含まれている。
　2「明治大学図書館の収書に関する基本方針」1993年 6月 16日、図書委員会承認。
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得る資料収集を旨とし、基本資料と独自性を誇れる個性豊かな資料を二本
の柱とした蔵書構築を目指さなければならない」― これは、「基本方針」
の「収書理念」に掲げられた文言である。この「蔵書構築」を実現するた
めの予算的裏づけが「図書館図書費」なのであるが、ここ数年、図書館図
書費をめぐる諸状況は、図書館が目指している蔵書構築の方針に厳しい現
実を突きつけている。
　その現実は次の 4点に集約できる。（1）大学予算全体の緊縮化にともない、
図書館図書費も継続的な増額を見込むことはできなくなった。パイの大き
さは当面変わることはない、と覚悟しておく必要がある。（2）外国雑誌が
毎年 10パーセント近く値上がりするなか、図書館図書費における逐次刊行
物費（外国雑誌を含む）の割合は 4割を突破し、学術専門図書や学習用図
書に充てられる費用を圧迫している3。（3）2000年以来、学科の増設、ある
いは新学部・新研究科の設置が続き、2008年にも学部・研究科が新設される。
学部・研究科ごとの従来型配分を続けた場合、配分される金額は極度に小
額化しかねない。（4）図書や冊子体の雑誌とは異なる、電子ジャーナルやデー
タベース等の電子媒体資料を要望する声が増えている。
　図書館が、本学の新たな教育・研究体制に必要な「基本資料」を維持し、
なおかつ、明治大学図書館の「個性」となる蔵書構築を継続するには、限
られた図書館図書費の枠内で、どの費目にいくら配分するか、という問題
は日増しに先鋭化し、もはや従来の配分枠組みを維持することはできない
状態になりつつある。
　本稿は、こうした図書館図書費をめぐる現状についてお伝えし、図書館
の抱える問題を広くご理解いただくことを目的にしている。しかしながら、
図書館図書費は、ひとり図書館の問題ではなく、本学の教育・研究体制の
あり方に直結している。それぞれの学部・研究科の、教育・研究の現場に
おいて、図書館図書費のあり方について従来にも増して積極的にご議論い
ただくことが、本稿に込められた願いでもある。
　3外国雑誌値上がりの背景には、1990年代以降、出版社が学術雑誌の電子化に向けた基盤
整備のための先行投資を開始したこと、学術雑誌の国際市場において、大手学術出版社によ
る寡占化が進行したことなどがある。
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1．図書館図書費の現状
　図書委員会などで図書館図書費の配分に直接かかわる以外に、図書費全
体の構成を見渡し、詳細を熟知する機会はあまりないかと思う。（筆者も、
手元の資料を見ながら苦労して本稿を書いているのが実情である。）別添の
「図書館図書費の構成」（資料 1、p.11）および「図書館図書費配分表（2002
～ 2006年度）」（資料 2、p.12）をもとに、図書費の配分方法とその現状に
ついて、概略を説明しておきたい。
　
図書館図書費の構成（資料 1）
　図書館図書費は、大学の資産に組み込まれてゆく部分（「固定資産」）と、
組み込まれない部分（「消耗品費」「支払手数料」）に大きく二分される。図
書や冊子体の雑誌が前者の「固定資産」によって、また、長期保存を要し
ない資料や、データベース・電子ジャーナル等の契約・使用手数料などが、
後者によってまかなわれている。従来「固定資産」が図書館図書費の 85パー
セント程度を占めており、電子媒体資料に「支払手数料」としてかけられ
る金額の割合は相対的に少ない。
　「固定資産」の内訳を見てゆくと、1．学術専門図書（さらに、A.研究用
図書、B.研究用基礎に区分される）、2．学習用図書、3．逐次刊行物（冊子
体のカレント雑誌・新聞、およびバックナンバー）、4．特別資料、の 4つ
が主要な費目である。
　「1．学術専門書 － A.研究用図書」は、各教員の教育・研究活動に必要
な図書を買うための図書費であり、学部・研究科、資格課程、および和泉
地区を配分区分としている。駿河台および生田地区では、各学部・研究科
の図書委員が調整者となって、配分された予算の執行を促すスタイルをとっ
ている。法・商・政経・経営・文・情報コミュニケーション各学部の教員
のうち、和泉地区に研究室を持つ教員は、上記駿河台の配分枠からははず
れている。そのかわり、和泉地区内で構成している研究分野に所属し、研
究用図書費は学部別ではなく、「分野別」に配分されたものを用いる4。予
算執行の調整は、各分野の分野別調整担当者にご協力をお願いしている。
　「1．学術専門書 － B.研究用基礎」は、学部・大学院が必要とする基本
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的資料の中でも、比較的高額の資料（1件 30万以上 300万円未満）を買う
ための図書費であり、配分は、学部・大学院の区分によって行われている。
この費目には、文系 6学部における駿河台・和泉の区分はなく、各所属学
部内で公募を行い、当該図書委員の承認を経て、購入希望資料を選定する。
学部・大学院のほかに、「共通用」という配分枠があるが、これは、本学に
専任教員がいない分野の資料についても、総合大学として必要な資料は確
保しておくためのものである。
　「2．学習用図書」は、中央図書館、和泉図書館、生田図書館の三図書館
に必要な学習用図書、教養書、レファレンスブックなどを購入するための
費目であると同時に、「図書館基礎」という枠を設けて、図書館としての基
本的に備えておくべき資料、および、本学図書館の個性形成に資するコレ
クション（日本近代文学文庫、蘆田文庫ほか）に充てている。
　「3．逐次刊行物」は、永久保存する冊子体の雑誌、新聞を購入するため
の費目であるが、バックナンバーの購入希望があった場合も、この費目で
対応することになっている。前年比 7パーセントの増額となっているが、
後述するように、図書費全体に占める割合は突出している。
　「4．特別資料」は図書館の個性を形成する資料を購入する費目で、1件
300万円以上の大型資料を対象とし、公募によって選定を行っている。購
入された資料については、図書館紀要『図書の譜』でも随時紹介をしている。
　
図書館図書費配分の現状（資料 2）
　過去の一定期間、図書館では、「固定資産」のうち、「1．学術専門書」「2．
学習用図書」「3．逐次刊行物」に各 30パーセント、「4．特別資料」に 10パー
セントを配分することを目安としていた。しかしながら、逐次刊行物の割
合はすでに 10年前から増加傾向を示しており、近年の外国雑誌の高騰がそ
れに拍車をかけている。
　「資料 2　図書館図書費配分表」で 2006年度の欄を見てみよう。2006年
　4 2006年度現在、和泉地区には次の 13分野があり、各分野から 1名の調整担当者を出して
いただいている。英語・英文学、独語・独文学、仏語・仏文学、中国語・中国文学、ロシア語・
ロシア文学、スペイン語・スペイン文学、日本語、国語・日本文学、社会学、哲学、歴史学、
自然科学、体育・健康科学。
4 5
度予算では、逐次刊行物費が図書館図書費全体の 45パーセントに迫る勢い
であり、金額で言えば 3億円を超えている。これを、さらに「固定資産」
内に占める割合で見ると、すでに 5割を突破したことになる。他方、学術
専門書は 18パーセント台、学習用図書は 25パーセント台、特別資料に至っ
ては 4パーセント台に落ち込んでいる。学生の学習環境に配慮し、学習用
図書の減額を最低限にとどめるため、学術専門書（＝研究用）が大幅な減
額を余儀なくされている状況である。
　配分表で、2002年度から 2006年度の推移を追ってみると、2004年度は
新学部・新研究科設置5のため、目立った増額が見られたが、その増額分を
差し引いて考えると、2005年度までは微増傾向を示しながら 7億円台を維
持していた。2006年度は大学予算全体を 10パーセント削減する政策がと
られた中で、図書館図書費については 5パーセント減に抑えるという配慮
がなされた ― その結果、6億 9千万円台にとどまったのである。とはいえ、
2005年度に新たな専門職大学院も設置され6、本学は現在 8学部と、それら
学部に基礎を置く 7研究科、および法科大学院と 3つの専門職大学院7を擁
している。図書費予算総額が頭打ちの状況で、学部・研究科を単位として
図書館図書費を配分してゆけば、2008年度のさらなる新学部・新研究科の
設置を視野に入れた場合、図書費の細分化がさらに進むことは避けられな
い。図書館図書費の配分方法を抜本的に見直し、「より合理的で効率的な方
式を確立してこと」が早急に求められているのである8。
　2005年度予算から 5パーセント減額になったことが、2006年度予算にど
う跳ね返ったか。すでに購読が継続されている雑誌の費用を維持する一方
で、「1．学術専門書 －A.研究用図書」は、前年度に比べると 20パーセン
ト前後の減額となっており、単純計算すれば、教員 1人あたり、ようやく
10万円前後を確保している状況である。「1．学術専門書 － B.研究用基礎」
　5 2004年度に設置されたのは、情報コミュニケーション学部、大学院ガバナンス研究科、
同グローバル・ビジネス研究科、法科大学院法務研究科。
　6会計専門職研究科。
　7図書館図書費配分表上では、ガバナンス、グローバル・ビジネス、会計専門職の各研究
科は「高度職業人養成型大学院」として一つのグループにまとめられている。
　8図書館長による次の記事を参照のこと。図書館長・原道生文学部教授「論壇 2008年度
に向けて　図書館の取り組むべき課題」『明治大学広報』第 578号、2006年 12月 1日。
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も前年度比 20パーセント前後の減額を余儀なくされている。「2．学習用図
書」は 13パーセント減である。「特別資料」は前年度に比べれば微増であ
るが、2002年度に計上されていた 6千万円に比べると、この 5年間で 5割
以上削減されたことになる。「蔵書の個性化」を目指していた図書館の収書
方針を実現するにあたって、この費目の削減は大きな後退を意味するだろ
う9。
　上に述べたような、過去の 3・3・3・1の配分バランスから見れば、現状
は大きく均衡を崩した状態であることは確かである。しかしながら、問題は、
現状の配分バランスが、本学の教育・研究体制を支える図書館図書費のあ
り方として妥当なのかどうかを、どのように見極めてゆくべきか、である。
　研究用の「図書」を買う金額は大きく減額しているが、外国雑誌が主と
して研究用であるならば、図書費は研究のために十分投資されている、と
いう見方もありえるだろう。大学としては個人で購入しにくい雑誌に資財
を振り向け、研究図書も主として学部・研究科や共同研究グループが必要
とする高額資料に比重を置く、という考え方も議論の対象になってくる。
その際、各教員・研究者が必要とする、比較的小額の研究書については、
各人が利用している個人研究費（特定個人研究費、科研費等）でまかなう
ことを前提とすることも必要だろう ― 図書館図書費をめぐる問題には、
本学における研究支援のあり方や、図書館の役割を再定義する契機も含ま
れおり、図書館内外での幅広い議論が必要である。
2．問題点と対応策
　これまでの叙述を踏まえて、とくに顕在化している問題点と、その対応
策について考えて見たい。
　9斎藤晢「特集・蔵書の個性化を巡って　蔵書の個性化と図書費配分のあり方」、明治大学
図書館『図書の譜　明治大学図書館紀要』第 2号、1998年 3月 18日。32－ 46頁、参照。
元図書館副館長の斎藤先生による論文は、1997年度段階で蔵書構築および図書館図書費につ
いてどのような議論があったかを伝えている。今日の図書館図書費が抱える問題を多く先取
りしており、詳しく参照させていただいた。記して御礼申し上げたい。
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（1）逐次刊行物費
　図書館図書費配分の現状から浮かび上がる第一の問題は、逐次刊行物の
うちでも外国雑誌の値上がりに、どう対応してゆくべきか、ということで
ある。図書館では年間 5千タイトルにおよぶ雑誌を購入しているが、その
うち約 3千タイトルが外国雑誌であり、専門分野の研究には欠くことので
きない資料になっている。外国雑誌は中央図書館についで生田図書館が多
数受け入れており、生田地区での研究は、図書よりも雑誌を重視する傾向
が顕著である（p.13の資料 3を参照のこと）。
　研究基盤として雑誌を重視する方向は収書の「基本方針」でも明言され
ている。しかしながら、図書館では、過去数回にわたって教員向けアンケー
トを行い、購入をキャンセルしてもよい雑誌を調査した。その時点で購読
希望がなかった雑誌について購入を中止するためである。現状の予算内で
は、雑誌の新規購入希望があったとしても、それに応えることが難しい。
図書と異なり、雑誌は次年度以降の購読料（後年度負担）を確保しておか
なくてはならないが、緊縮財政の折、予算的裏づけが取れないからである。
新規雑誌を購入するためには、既存のタイトルをキャンセルすることで当
面対応せざるを得ない10。
　近い将来の対応としては、冊子体の外国雑誌を電子ジャーナルに転換し
てゆくことである。値上げ率に関して言えば、冊子体が年平均 8～ 11パー
セントであるのに対し、電子ジャーナルは 5～ 6パーセントである。現在、
図書館の新聞・雑誌委員会では、契約・料金体系の複雑な電子ジャーナル
導入に伴うメリット、デメリットを詳細に検討している。その際、冊子体
でしか購読できない雑誌に配慮すること、また、電子ジャーナルに慣れて
いない利用者へのサポート体制を強化することなど、同時に考慮すべきこ
とは多い。
　
（2）電子媒体（デジタル）資料への転換 ―「資産」から「利用環境」へ？
　電子ジャーナルの導入は、学術情報が得られるという意味では、冊子体
　10 2007年度予算において図書館は、外国雑誌の値上がり分に対応する費用を政策経費とし
て要求し、大学側にもご理解とご協力をいただいた。しかし図書館には、今後も引き続きこ
の問題への具体的な施策が求められている。
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と異なるところはない。しかし、図書館図書費配分表の費目では、「固定資
産」から「支払手数料」に移行する。つまり、冊子体の場合は図書館に永
久保存され、本学の財産として蓄積されていくが、電子ジャーナルの場合、
契約期間中の使用料が支払われ、その期間に得られた情報が永続的に保存
できるかどうかは契約の種類によって異なってくる。
　研究基盤として需要の高いデータベースも、同様に「支払手数料」の費
目でまかなわれる。データベースや電子ジャーナルを合わせて「電子媒体
資料」と呼んでおく。図書館図書費の配分は、長年、固定資産を重視して
きたため、電子媒体資料の契約に必要な支払手数料への配分は少なかった。
2002年度には 3千万円、2006年度には 4千 300万円である。本学と比較し
うる都内の複数の私立大学では、電子媒体資料費に 3億円から 4億円をか
けていると言われる。つまり、本学図書館はこれまでその 10分の 1の予算
を前提に、電子媒体資料の新規購入・契約等を議論してきたのである。
　予算逼迫を理由に、研究上きわめて重要な電子媒体資料の新規契約を学
部・大学院から要請されても、お断りせざるを得なかったことがこれまで
に何度かある。研究基盤としての電子媒体資料を、図書館図書費の枠組み
で充実させるのか、あるいは、大学の研究支援策として別途強化してゆく
べきか、という議論もある。目下、図書館としては、そうした議論も視野
にいれながら、図書館図書費内での、「支払手数料」を電子媒体資料充実の
ために拡大することを模索している。大学にとっても、図書館にとっても、
「資産」を増やすことではなく、「研究環境」を整えることへの政策転換期
にさしかかっているのである。
（3）執行残への対応 ― 学部・研究科における効果的運用のために
　図書館では毎年、新任の先生方に図書館でのガイダンスを行い、図書館
図書費の使い方などをご説明している。その際、「1．学術用図書 － A.研
究用図書」に関連し、分かりやすさを優先して、私自身次のように説明し
たことがある。「教員一人あたり 10万円程度（年度によってもちろん金額
は推移してきた）、図書館図書費があるので、先生のご研究に必要な本の購
入を、図書委員を通じてお申し込み下さい、ただし、特定個人研究費と異
なり、図書館図書費で購入された本は図書館に収められ、規定に従ってご
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利用いただきます・・・。」そして、このような説明によって、図書館図書
費が「個人研究費」と同様だという誤解を招く素地をつくってしまったこ
とは、否定できない。
　すでに述べたように、学部・研究科が近年急速に増加したなかで、学部・
研究科単位に配分される金額は細分化されている。配分額は、基本的に所
属教員数を目安にしてきた。それはなによりも、図書館の蔵書構築を多様
な研究分野にわたって偏向なく進める方策でもあった。しかし、現状で、
各学部・研究科への配分額を、さらに厳密に個人割りし、各教員が個人研
究費として執行してゆくことにすると、①利用金額の極端な小額化が生じ、
結局必要な本を購入できず、端数が残る、②学部・研究科全体に執行残が
あるにもかかわらず、利用されないまま年度末を迎える、という矛盾した
事態が生じる。
　2006年度末、図書委員の先生方のご協力を得て、現在、各学部・研究科
において、「研究用図書」をどのような手続きで利用しているか、お教えい
ただいた。大半の学部で「個人割」は行わず「先着順」によりご利用いた
だいているとのことだった。また、年度初めには厳密な「個人割」でスター
トしても、年度後半には、個人の垣根を取り払って利用するよう、調整を行っ
ている学部・研究科もあるとのことだった。学部・研究科に必要な基本的
図書の充実をはかるため、図書委員の先生方を中心に、図書館図書費の有
効活用についての合意形成を今後ともお願いしてゆきたい。
（4）教育・研究体制の多様化・国際化
　学部・研究科が増加したことによって、本学の構成員は目に見えて多様
化した。専門職大学院には、社会人学生や、高度な知識を持った外国人留
学生も多い。そうした学生たちのニーズにあった学習用図書の充実も、収
書体制・図書費配分を検討してゆく上で再優先の課題である。
　2008年度には、駿河台地区に情報コミュニケーション研究科が設置され
る予定であるし、和泉地区にも、国際日本学部の開設や、教養デザイン研
究科の新設が控えている。とりわけ、和泉地区では留学生の増大、これま
でになかった大学院生への対応を視野にいれて、研究用のみならず、多様
な学習用図書の充実をはかってゆかなくてはならない。
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おわりに　― 2008年度以降に向けて
　明治大学図書館は、多くの貴重な資料を所蔵し、多彩な催しや講演活動
を通じて、本学の文化を伝える顔としての役割を果たしている。本稿では、
図書館図書費を通じて、図書館が本学の教育と研究を今後どう支えてゆく
べきか、という問題を投げかけた。しかしながら、それと同時に、現在の
予算状況の中で、これまで地道に継続してきた図書館の個性形成に必要な
蔵書構築が、大変な圧迫を受けていることもお伝えしておかなくてはなら
ないだろう。個性的な蔵書構築が、本学の文化的価値を高めていることに
ついて、学内での理解を一層深めていただくよう、図書館としても努力を
続けてゆく必要があると思われる。
　図書館では、原道生図書館長の要請を受けて、常設の収書委員会とは別に、
あらたに拡大収書委員会を設置した。全学部・研究科のご意見を幅広く頂
戴するため、通常の収書委員会に加えて、各学部・研究科選出の図書委員
にもご参加いただき、2006年 12月から約半年間をかける予定で、図書館
図書費の今後の方向性をめぐって集中的な議論を行っている。2008年度に
和泉地区に設置される新学部・新研究科は、図書館が長年取り組んでいる「新
和泉図書館」の建築問題と並んで、図書館の収書体制に大きな意味合いを
持っている。駿河台、生田はもとより、和泉地区でのより良い教育・研究
条件を整備することは、拡大収書委員会でも主要な論点の一つである。
　本稿では筆者の力量不足もあり、委曲をつくせなかった点が多々あるに
違いないが、この委員会での議論に多くを負いながら原稿を執筆させてい
ただいた。拡大収書委員会の皆様、委員会運営を支えてくださっている図
書館事務部・図書館庶務課の皆様に、御礼を申し上げて筆をおきたい。
　
※ 図書館庶務課・飯澤文夫課長、ならびに同課・高橋美子氏には、図書館
図書費、電子媒体等に関する資料提供のほか、様々なご助言をいただき
ましたことに、感謝申し上げます。
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（資料 3）
　2005年度　外国雑誌各館別受入状況
タイトル数 支払額（割合）
中央図書館 1,545 62,295,755（25.6％）
和泉図書館 257 7,689,592（  3.2％）
生田図書館 1,263 173,333,801（71.2％）
3,065 243,319,118　　　　
